
の海外相場

Open
High
Low

Settlement
Change

EFP 3.80 - 3.90 -0.023 - -0.018 3.50 - 3.75 -6.50 - -3.50 

Gold

Silver

Platinum

Palladium

週の経済指標一覧

前 60.8 予 60.0 前 23.5万人 予 20.5万人 前 -566億ドル 予 -565億ドル 前 31.3万人 予 18.9万人

前 59.5 予 59.0 前 21.5万件 前 4.1％ 予 4.0％

前 -1.4％ 予 1.7％ 前 0.1％ 予 0.3％

前 25 予 25

前 19 予 22

前 7.4％ 予 1.0％

前 53.6 予 53.6 前 1.2％ 予 1.4％ 前 55.0 予 55.0 前 -0.1％ 予 0.2％

前 58.4 予 58.4 前 8.6％ 予 8.5％ 前 0.4％ 予 0.0％

前 56.6 予 56.6 前 -0.1％ 予 0.6％

   COMEX/NYMEX 投機的建玉

Long

Short

Net

Change

Source: CFTC

Source: Bloomberg

Palladium ('000 oz)

1,278.3

-33.7 

2018/3/27

5.9

22.6

Gold (Moz)

928.4
929.2930.3

1,335.2

435.2

18.2

438.1 1,133.5

474.930.9 1,713.5

8.2

36.8 1,649.0

2,782.4

-77.3 

Platinum ('000 oz)Silver (Moz)

16.220
16.254

930.0

Europe

1,352.5
1,336.7

1,340.2

AM

1,343.15

 Fixing Prices

前週分 新規失業保険申請件数

3月 ADP雇用統計

Asia

2.9

Mon Tue

16.460

LBMA/LPPM Fixing ($)

4月2日

929.00

924.00

          コメント

Thu FriWed

Precious Metals

ゴールドは横ばい、シルバーは小幅下落、プラチナ・パラジウムは下落した。欧州時間序盤に中国財政省が米製品106項目に対して25％の追加課税を課す
と発表した事で貿易摩擦懸念が高まり、ドルは下落し、安全資産であるゴールドは強含んだ。米国時間に入り、ロス米商務長官の”交渉による解決への扉は
開かれている”という発言や、クドローNEC次期委員長の”米中両国の案は実行に移されていないにも関わらず株式市場は過剰に反応している”という発言を
受けてリスクオフムードが和らぎ、米国金利とドルが上昇した事で貴金属は全般的に弱含んだ。米中貿易摩擦懸念によって原油価格が下落した事がプラチ
ナとパラジウムの弱材料となり、プラチナは直近の最安値を更新する$913/oz、パラジウムは2017年10月以来の安値となる$917/ozをつけた。

FX：

ドルは米中通商問題を取り巻く動きの影響を大きく受ける値動きとなり、欧州時間序盤の下げ幅を米国時間に取り戻す展開となった。米3月ADP雇用統計の

結果は市場予測（+21万人）を上回る結果（+24.1万人）だったが、市場の反応は限定的だった。米ドル/円終値は106.79、ユーロ/ドル終値は1.2279。

4月4日

USA

2018年4月5日

910.0916.7
918.1
-13.2 

917.9
-9.9 

Source: LBMA/LPPM

PM

919.00

923.00

1,337.30

COMEX/NYMEX ($) Gold (Jun) Silver (May) Platinum (Apr) Palladium (Jun)

-0.138 

16.400
16.515

仏 3月製造業購買担当者景気指数

3月 失業率

3月 平均時給

3月 ISM非製造業景況指数

パウエルFRB議長 発言

2月 製造業新規受注

3月非農業部門雇用者数変化2月 貿易収支

EU 3月製造業購買担当者景気指数

ISM製造業景況指数

EU 2月 小売売上高

JP 1-3月期 日銀短観 製造業先行き

JP 1-3月期 日銀短観 業況判断

独 3月製造業購買担当者景気指数 EU 2月 失業率 EU 2月 卸売物価指数

JP 1-3月期 日銀短観 設備投資

EU 3月消費者物価指数 独 2月鉱工業生産EU 3月 サービス部門PMI

他社への転送･転用 堅くお断りいたします。  

当資料は、信頼できると判断した情報に基づき作成されていますが、その正確性、完全性を保障するものではありません。当資料はお客様のお取引判断の参考となる情報提供を目的としており、

弊社は、この情報の使用結果について一切責任を負いません。 


